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１．事業名 

源泉利用実態・管理運用調査業務 

 

２．目的 

   本業務は、弟子屈町温泉事業において更なる地熱資源の有効利用及び事業展開を実施するた

めに、地熱資源の有効活用且つ保護の安定的な継続、地熱資源の確保及び利用拡大に必要とな

る調査及び課題把握、課題解消等の検討を行うものである。 

なお、本業務は北海道の「地熱資源利用促進事業費等補助金」の利用を予定する。 

 

３．事業内容 

   別紙「源泉利用実態・管理運用調査業務 仕様書」のとおり 

   ※契約時における仕様書は、提案者の企画提案内容に応じて仕様を変更することがある。 

 

４．事業契約期間 

契約締結の翌日から令和８年２月１３日（金）（予定） 

 

５．委託上限額 

事業限度額 3,630,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

※ 上記金額を超えた者は失格とする。 

※ 本金額はプロポーザルのために設定した金額であり、契約金額ではありません。 

 

６．事業者の公募及び選定 

公募型プロポーザル方式で実施する。 

受託を希望する事業者は、参加申込書、企画提案書等を提出期限までに提出すること。 

提出内容を審査の上、最優秀提案事業者（評価結果が最上位の事業者）を委託契約候補者とし

て選定する。 

 

７．担当部署 

弟子屈町水道課管理係 

〒088-3292 北海道川上郡弟子屈町中央２丁目３番１号 

TEL：015-482-2942 

FAX：015-482-5669 

E-mail：suido@town.teshikaga.hokkaido.jp 

 

８．公募型プロポーザル方式実施説明書等の配布 

（１）配布期間 令和７年７月２５日（金）～令和７年８月２６日（火） 

（２）配布方法 弟子屈町公式ウェブサイトからダウンロード、又は、「７．担当部署」記載部署

で直接配布。なお、直接配布は、土日及び祝日を除く午前９時から午後５時まで。 

 

９．応募資格 

本企画・提案型競争参加者は、次に掲げる参加資格を満たさなければならない。 

（１）対象業務における弟子屈町での競争入札参加資格を有していること。 

（２）令和２年度以降（過去５年）に地熱資源活用に関する業務を国又は地方公共団体、民間企業

等から受注した契約実績がある者 



（３）令和２年度以降（過去５年）に地域エネルギー事業もしくは地域エネルギーマネジメントに

関する業務を国又は地方公共団体、民間企業等から受注した契約実績がある者 

（４）本業務について、専門技術者等、充分な業務遂行能力を有し、適正な執行体制を有している

こと。  

（５）地方自治法施行令第 167条の４の規定に該当しないこと。 

（６）弟子屈町指名競争入札参加有資格者指名停止基準その他法令の規定による指名停止を受けて

いないこと。 

（７）経営不振の状態（会社更生法（平成 14年法律第 154号）第 17条第１項の規定に基づき更生

手続開始の申立てをしたとき、民事再生法（平成 11年法律第 225号）第 21条第１項の規定に

基づき再生手続開始の申立てをしたとき、手形又は小切手が不渡りになったとき等をいう。た

だし、町が経営不振の状態を脱したと認めた場合を除く。）にないこと。 

（８）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条に規定す

る暴力団又は暴力団員に該当せず、かつ、弟子屈町暴力団排除条例第２条第１号から第４号ま

でに掲げる者に該当しないこと。 

 

10．スケジュール 

 （１）募集開始        令和７年７月２５日（金） 

 （２）参加申込書受付期限   令和７年８月 ４日（月）午後５時 

 （３）質問受付期限      令和７年８月１８日（月）午後５時 

 （４）企画提案書受付期限   令和７年８月２７日（水）午後５時 

 （５）事業者選定通知     令和７年９月 １日（月） 

 （６）契約（予定）      令和７年９月 ５日（金） 

 （７）業務完了（予定）    令和８年２月１３日（金） 

 

11．参加表明書の提出及び参加資格の確認 

（１）提出書類 参加表明書（別記様式第１号） 

（２）提出場所 「７．担当部署」に同じ 

（３）提出期限 令和７年８月４日（月）午後５時 

（期限までの弟子屈町の休日を定める条例（平成３年弟子屈町条例第１６号）

第１条に規定する弟子屈町の休日（以下「休日」という。）を除く。） 

（４）提出方法 持参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。また、本町では郵送事故についての責

任は負わない。）によることとし、ファックス及び電子メールによるものは受け

付けない。 

なお、持参の場合は、担当部署に連絡をし、事前に来庁時間の調整を必ず行うも

のとし、郵送により提出する場合においては、期限内に提出先へ必着のこと。 

（５）提出部数 各１部 

 

（６）結果の通知等 

  ア 提出された参加表明書及び関係書類により参加資格の確認を行う。 

  イ 参加資格要件を満たす者に対しては、その旨の通知をし、提案書の提案要請書により提案

書提出の要請を行う。 

  ウ 資格要件を満たさない者に対しては、その旨を書面により通知する。 

  エ 前項の通知を受けた者は、当該通知を受けた日から起算して７日（休日を除く。）以内に

書面（任意様式）により説明を求めることができる。 



  オ 前項の説明請求に対する回答は、説明を求めることができる最終期日の翌日から起算して

５日以内（休日を除く。）に請求者に対し書面で行う。 

 

12．企画提案書及び提出方法 

（１）提出書類  

ア 企画提案書（任意様式） 

     ・様式は問わないが、原則としてＡ４版とし、両面印刷（ページ数制限なし）で作成する

こと。なお、可能な限り再生紙を利用し、過度な装飾は避けること。 

     ・委託予定事項の作業スケジュールを示すこと 

イ 見積書（任意様式） 

    ・提案する内容に必要な一切の経費を含めること。 

・様式は問わないが、原則としてＡ４版(複数ページ可)とし、積算根拠が分かる内容とす

ること。 

（２）提出期限 令和７年８月２７日（水）午後５時まで 

（期限までの休日は除く） 

 （３）提出先  「７．担当部署」に同じ 

 （４）提出方法 持参又は郵送（書留又は簡易書留に限る。また、本町では郵送事故についての責

任は負わない。）によることとし、ファックス及び電子メールによるものは受け

付けない。 

         なお、持参の場合は、担当部署に連絡をし、事前に来庁時間の調整を必ず行うも

のとし、郵送により提出する場合においては、期限内に提出先へ必着のこと。 

 （５）提出部数 各７部（正本１部、副本６部。正本のみ代表者印（委任をする場合は受任者の印） 

を押印のこと） 

（６）その他の留意事項 

   ・弟子屈町プロポーザル方式実施要綱、源泉利用実態・管理運用調査業務仕様書を確認のう

え、提出すること。 

   ・企画提案書提出後の再提出及び差替えは、原則として認めない。ただし、町から書類の不

足・不備の補完、内容不明点の確認のほか、必要に応じて追加資料の提出を支持する場合

がある。 

   ・提出された提案書は、返却しない。 

   ・企画提案書の提出は、参加者 1者につき 1回のみとし、複数の提案をすることはできない。 

 

13．手続き及び企画提案書作成に関する質問 

（１）質問の内容 企画提案書の作成、提出に必要な事項及び業務実施に係る条件に限るものとし、 

評価及び審査に係る質問は一切受け付けない。 

（２）質問書 任意様式 

 （３）質問書の提出先 「７．担当部署」に同じ 

 （４）質問書の提出方法 電子ファイルにて作成し、電子メールで提出すること。ただし、必ず事

前に電話連絡すること。 

（５）質問書の提出期限 令和７年８月１８日（月）午後５時まで 

（期限までの休日は除く） 

 （６）質問に関する回答方法 質問を町が受理した日から２日以内に、メールで回答する。 

また、弟子屈町公式ウェブサイトにて公表する。ただし、質問者の

氏名等は公表しない。 

 



14．企画提案書の評価 

（１）公募型プロポーザル選考委員会 

     企画提案書の評価を実施するため、「弟子屈町プロポーザル方式実施要綱」第４条に基づ

き選考委員会を組織し、審査する。 

 （２）企画提案書等の書類審査 

     選考委員会は、審査基準に基づき、提出された参加表明書及び企画提案書等の提出書類を

審査し、当該業務の内容について最良の提案をした事業者等（以下「受託候補者」という。）

を選定する。 

 （３）プレゼンテーション審査又はヒアリング審査の実施 

   ア 書類審査を踏まえ、必要に応じ複数事業者に対するプレゼンテーション審査又はヒアリン

グ審査を実施する場合がある。 

   イ プレゼンテーション審査又はヒアリング審査を行う場合の日時、場所は別途通知する。 

   ウ プレゼンテーション審査又はヒアリング審査に出席しなかった事業者の企画提案は無効と

する。 

 

15．審査及び評価の項目 

   審査及び評価の項目については、源泉利用実態・管理運用調査業務公募型プロポーザル評価基

準のとおりとする。 

 

16．選定結果の通知 

 （１）受託候補者及び選定されなかった者に対し、書面により審査結果を通知する。 

 （２）受託候補者を選定したときは、受託候補者を公表する。 

（３）選定されなかった者は、当該通知を受けた日から起算して７日（休日を除く。）以内に書面

（任意様式）により説明を求めることができる。 

（４）説明請求に対する回答は、説明を求めることができる最終日から起算して 10 日以内に、書

面により説明を求めた者に書面により回答する。 

 

17．失格事由（選定対象外事由） 

   本公募型プロポーザル方式の参加者が、契約の締結までの間に、次のいずれかに該当した場合

は、その者が提出した参加表明書及び企画提案書を無効とし、本プロポーザルの参加資格を失う。 

 （１）「９．応募資格」の各号の資格要件を満たさなくなったとき。 

 （２）企画提案書の作成にあたり、第三者の著作権を侵害する提案をしたとき。 

 （３）提出書類に虚偽の記載があることが判明したとき。 

 （４）本公募型プロポーザル方式に関して２以上の企画提案書、見積書を提出したとき。 

 （５）他人の代理人を兼ね、又は２以上の代理をしたとき。 

 （６）必要な書類が所定の日時までに所定の場所に到達しないとき。 

 （７）企画提案書等の記載事項が不明であるとき、又は所定の記名若しくは押印のないとき。 

 （８）本公募型プロポーザル方式関係者と不正な接触等を行ったとき。 

 （９）前各号に掲げるもののほか、本事業実施説明書で指定した事項に違反したとき。 

 

18．契約の締結 

 （１）選定結果に基づき選定された受託候補者と協議し、契約を締結する。 

 （２）本プロポーザルにより受託者候補者を決定し、契約を締結したときは、弟子屈町公式ウェブ 

サイトへの掲載により公表する。 

 



（３）本業務は北海道補助金を活用して実施を予定するものであることから、当該補助金の交付決

定以降に契約を締結するものとする。当該補助金の交付決定が得られなかった場合は契約を

締結しないものとし、この場合に生ずる一切の損害の賠償はできないものとする。 

   

19．その他 

（１）書類提出にあたっての留意事項 

   ア 提出書類の作成及び提出に係る費用など、公募型プロポーザル方式の参加に要する一切の

費用は、参加者の負担とする。 

   イ 提出された書類は、提案者に無断で使用しない。 

   ウ 提出期限の問い合わせ、書類等の追加、修正は原則として行わない。 

   エ 提出された書類の返却は行わない。 

（２）再委託の禁止 

    業務の全部を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。業務の一部を第三

者に委任し、請け負わせようとするときは、あらかじめ、書面により弟子屈町の承認を得る

ものとし、可能な限り地元（弟子屈町又は北海道内）の企業の活用に努めること。 

 

 


